
（単位 ：百万円）

15,606 26,433

現 金 1 支 払 備 金 11,865

預 貯 金 15,605 責 任 準 備 金 14,568

16,689 3,959

国 債 10,063 外 国 再 保 険 借 1,266

地 方 債 2,132 未 払 法 人 税 等 88

社 債 4,341 預 り 金 24

株 式 72 未 払 金 876

そ の 他 の 証 券 79 仮 受 金 1,702

476 613

土 地 219 35

建 物 100 190

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 156 16

1,979 価 格 変 動 準 備 金 16

ソ フ ト ウ ェ ア 1,531 31,249

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 446

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 1 17,221

4,073 15,721

代 理 店 貸 57 資 本 準 備 金 15,721

外 国 再 保 険 貸 160 △ 25,351

未 収 金 2,024 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 25,351

未 収 収 益 3 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 25,351

預 託 金 272 7,591

地 震 保 険 預 託 金 62 △ 44

仮 払 金 1,492 △ 44

△ 29 7,546

38,796 38,796

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

（資　産　の　部）

有 価 証 券

保 険 契 約 準 備 金

そ の 他 負 債

平成21年度　（平成22年3月31日現在）　貸借対照表

現 金 及 び 預 貯 金

有 形 固 定 資 産

（負　債　の　部）

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

そ の 他 資 産

貸 倒 引 当 金

（純　資　産　の　部）

負 債 の 部 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

科            目

純 資 産 の 部 合 計

金     　額 金    額科            目

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

無 形 固 定 資 産



貸借対照表の注記

（注）

 １. 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

(1) その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

     なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

(2) その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価法

　 　により行っております。

 ２. 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く）については、定額法によることとなります。

 ３． 資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却については、当社内における利用可能期間（原則５年）に

基づく定額法によっております。

 ４． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

 ５． 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者

に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能

見込額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断

して必要と認められる額を引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額

を引き当てております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、対象資産の所管部門が資産査定を実施し、当該部署から独立

した財務部並びに業務監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引き当てを行っております。

 ６． 退職給付引当金は、従業員の退職給付に充てるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づいて、

当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しています。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により発生

年度から費用処理することとしております。

(会計方針の変更)

当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の一部改正(その３)」(企業会計基準第19号 平成20年７月31日)を

適用しております。なお、従来の方法による割引率と同一の割引率を使用することとなったため、当事業年度の計算

書類に与える影響はありません。

 ７． 役員退職慰労引当金は役員の退職金の支払いに備えるため、内規に基づく当事業年度末の要支給額を計上しており

ます。

 ８． 賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。

 ９． 価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しており

ます。

10． 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は、

税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。



11． 金融商品の時価等に関する事項は以下のとおりであります。

1. 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

資産の運用にあたっては、保険業法第97条及び保険業法施行規則第47条、48条等の関連法令・規則、及び内規等を

遵守しており、安全性、流動性、及び収益性に配慮し、最小限のリスクで安定した収益の確保を目指して、主として国内

債券への投資を行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

保有する有価証券は、主に日本国債、地方債及び政府保証債であり、それぞれ信用リスク及び市場リスクに晒されており

ます。また、未収金は、主に保険料の収納代行先に対する債権であり、収納代行先の信用リスクに晒されております。な

お、預貯金は高格付けの金融機関にて管理しており、未払金は短期間で決済される一般経費が大半であるため、リスク

は僅少と考えております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社では、資産運用に伴うリスクに関する基本事項を定め、社内外に存するリスクに対処し、顧客の資産、株主資本の維

持を図ることを基本原則とし、資産運用リスク管理方針を制定しております。また、当方針の円滑な運営に資するため、資

産運用規則を制定しております。当規則に従い、資産運用部門は適正な運用を行うとともに、資産運用全体のリスクを管

理する組織として｢資産運用委員会｣を設置し、運用リスク評価の検証を行っております。各リスクの管理体制は、以下の

とおりです。

（信用リスク）

当社の資産運用規則に従い、有価証券の保有は投資適格のものに限定しており、リスク評価担当部門が有価証券の発行

体の格付け状況を随時モニタリングしており、格付けの動向次第では、運用規則に沿って資産の売却を検討します。また、

未収金につきましては、経理部が月次で勘定精査を行い、長期滞留の未然防止に努めております。

（市場リスク）

資産運用委員会で定める所定の金利ストレスシナリオ下においても、適正なソルベンシー・マージン比率を維持できるポー

トフォリオの構築を行っており、当該ストレステスト結果については、四半期毎にリスク管理部へ報告しております。また、リ

スク評価担当部門は、有価証券の時価を定期的にモニタリングし、時価の顕著な下落が認められた場合には、速やかに

資産運用委員会にて協議する体制を整えております。

（資金繰りに係る流動性リスク）

当社では、必要な手元流動性所要額を資産運用規則に定め、リスク評価担当部門が、当該所要額の確保状況を随時モニ

タリングしており、当該検証結果については、四半期毎にリスク管理部へ報告しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。 ((注2)参照)

(単位 : 百万円)

貸借対照表計上額 差額

(1)現金及び預貯金 15,606    15,606                          -

(2)有価証券 16,617    16,617                          -

　　その他有価証券 16,617    16,617                          -

(3)未収金 2,024    2,024                          -

資産計 34,248    34,248                          -

(1)未払金 876    876                          -

負債計 876    876                          -

金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預貯金 、(3)未収金及び(1)未払金

　 これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

(2)有価証券

　 保有有価証券の時価は、日本証券業協会の公表する価格によっております。一部日本証券業協会で公表されな

 　い商品については、取引金融機関から提示された価格によっております。

(注1)

時価



時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位 : 百万円)

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 72    

非上場株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて

困難と認められるため、時価開示の対象としておりません。

　

12． 有形固定資産の減価償却累計額は908百万円であります。

13． 親会社に対する金銭債務総額は3百万円であります。

14. 繰延税金資産の総額は 8,046百万円でありますが、評価性引当額としてその全額を繰延税金資産の総額から控除して

おります。繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上の繰越欠損金 6,029百万円、責任準備金 893百万円

であります。

15． 支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。

（支払備金）

 支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 12,234 百万円

 同上にかかる出再支払備金 460 百万円

 差引 （イ） 11,773 百万円

 地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金（ロ） 91 百万円

  計 （イ＋ロ） 11,865 百万円

（責任準備金）

 普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 13,500 百万円

 同上にかかる出再責任準備金 1,905 百万円

  差引 （イ） 11,595 百万円

 その他の責任準備金 （ロ） 2,973 百万円

  計 （イ＋ロ） 14,568 百万円

16． １株当たりの純資産額は21,909円55 銭であります。　算定上の基礎である純資産額は7,546百万円であり、その全額が

普通株式に係るものであります。　また、普通株式の当期末発行済株式数は344千株であります。

17．

(1)退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △ 743 百万円

未積立退職給付債務 △ 743 百万円

未認識数理計算上の差異 129 百万円

退職給付引当金 △ 613 百万円

(2)退職給付債務の計算基礎

  　 退職給付見込額の期間配分方法          期間定額基準

     割          引          率                            1.3%

　　 数理計算上の差異の処理年数　　　　　   　                     5年

18． 当事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。

19． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

(注2)

退職給付に関する事項は次のとおりであります。



    平成 21年  4月　　 1日 から

    平成 22年  3月　  31日 まで

33,665

33,614

29,659

12

3,943

30

42

△ 12

19

19

29,256

20,496

17,960

2,094

△ 428

869

0

8,755

4

3

0

4,408

85

85

44

1

3

( 3 )

39

4,449

18

18

4,431当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

経 常 利 益

正 味 支 払 保 険 金

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益

正 味 収 入 保 険 料

経 常 収 益

積 立 保 険 料 等 運 用 益

責 任 準 備 金 戻 入 額

経 常 費 用

損益計算書

（単位：百万円）

金       額

 平成21年度

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

科            目

損 害 調 査 費

諸 手 数 料 及 び 集 金 費

支 払 備 金 繰 入 額

そ の 他 保 険 引 受 費 用

利 息 及 び 配 当 金 収 入

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替

そ の 他 の 経 常 収 益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 特 別 損 失

法 人 税 及 び 住 民 税

税 引 前 当 期 純 利 益



損益計算書の注記

（注）
１． 親会社との取引による収益の総額は8百万円、費用の総額は21百万円であります。

２． (1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。
収入保険料 31,911 百万円

支払再保険料 2,252 百万円
　　　差引 29,659 百万円

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。

支払保険金 18,284 百万円

回収再保険金 324 百万円
　　　差引 17,960 百万円

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 432 百万円

出再保険手数料 861 百万円
　　　差引 △ 428 百万円

(4)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。

783 百万円

 同上にかかる出再支払備金繰入額 △ 69 百万円
 　　 差引（イ） 853 百万円
 地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額 （ロ） 16 百万円

      計（イ＋ロ） 869 百万円

(5)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。
 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） △ 15 百万円

 同上にかかる出再責任準備金繰入額 1,888 百万円
 　　 差引（イ） △ 1,904 百万円
 その他の責任準備金繰入額（ロ） △ 2,038 百万円
      計（イ＋ロ） △ 3,943 百万円

(6)利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりであります。

預貯金利息 3 百万円

有価証券利息・配当金 38 百万円

その他利息・配当金 0 百万円
      計 42 百万円

３． １株当たりの当期純利益は12,864円86 銭であります。
算定上の基礎である当期純利益は4,431百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普通株式の期中平
均株式数は344千株であります。 なお、潜在株式がないため、潜在株式調整後1株当たり当期純利益は算出しておりません。

４． 損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は188百万円であり、その内訳は
次のとおりであります。

勤務費用 134 百万円
利息費用 7 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 40 百万円
転籍者退職一時金 5 百万円
退職給付費用 188 百万円

５． その他特別利益の内訳は、広告宣伝費のアクサ・エス・アー負担分の入金50百万円、IT外部委託先からのリベート
20百万円、コンタクトセンター設立に伴う企業立地促進補助金等13百万円であります。

６． その他特別損失は、本社移転に伴う固定資産臨時償却費39百万円であります。

７． 関連当事者との取引

兄弟会社等

属性 会社等の名称 所在地 事業の内容
 議決権等の所有
（被所有）割合(%)

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目

親会社の
子会社

  アクサ生命保険
株式会社

　東京都
　　港区

生命保険業 -
　代理店手数料・
事務費等

317 代理店貸 47

親会社の
子会社

アクサ・セッションズ フランス 保険業 -
出再保険料
出再手数料
出再保険金

2,247
860
323

外国再保険貸
外国再保険借

160
1,265

(1) 取引金額、期末残高には消費税等が含まれています。
(2) 取引条件及び取引条件の決定方針等 : 取引については、通常行なわれている取引条件等に基づき決定しています。
 

８． 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

期末残高
（百万円）

 支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く）


